トシ ニオケル コウリ ショウギョウ シセツ ノ リッチ トチ リヨウ ケイカク ニヨル チョウセイ ニ ムケテ by 中川, 万喜子
 － 66 －
 
氏 名 中 川 万喜子  
学 位 の 種 類 博   士（商  学） 
学 位 記 番 号 第 4915号 
学位授与年月日 平成 18年 9月 29日 
学位授与の要件 学位規則第４条第１項該当者 
学 位 論 文 名 都市における小売商業施設の立地─土地利用計画による調整に向けて─ 
論文審査委員 主 査 教 授 西 村   弘   副 査 教 授 鈴 木 洋太郎 
副 査 助教授 加 藤   司 
論 文 内 容 の 要 旨 
 中心市街地の衰退が問題となって久しい。これまで活性化のための様々な施策が講じられてきたものの、十
分に有効な成果を上げている都市は少なく、むしろ状況は深刻化している。この原因として、地域での取り組
みの主体やその方法にも問題があろうが、より根本的な問題は中心市街地空洞化に歯止めがかけられず、各種
都市機能が郊外に拡散してしまっていることにある。中でも、商業施設の郊外開発は、従来の郊外居住の進展
にともなった開発と異なり、周辺都市から集客を目的とした大規模商業施設の開発へと変化し、周辺都市の既
存市街地の商業に与える影響が問題となっている。そこで本稿では、小売商業施設に焦点を当て、中心市街地
活性化の取り組みの前提となる郊外地での開発コントロールや都市間での調整がどのようになされてきたのか、
なぜそれがうまく機能していないのか、その原因の検討を行った。 
 本稿は３部構成となっており、第１部（第１章）では、本稿が議論する問題の所住を明らかにするため、滋
賀県長浜市の中心市街地活性化の取り組みについて取り上げた。この実際の現場の取り組みを分析し、数少な
い成功例と言われる長浜においても、様々な主体が連携した積極的な取組みによって成果を上げているものの、
郊外地での開発コントロールや都市間での調整を行う制度的な枠組みが構築されない限り、その成功が覆され
てしまう恐れをもつといった限界が存在することを明らかにした。 
 第２部（第２章～第３章）では、わが国における小売商業施設の立地に関する政策の歴史的展開とその限界
について述べた。小売商業施設の立地政策については、大店法による商業調整から都市計画にもとづいた土地
利用規制による商業施設の立地誘導へと、流通における大きな政策転換が行われた。こうした歴史的展開を見
る中で、商業施設の望ましい立地誘導を行うには、都市全体における商業構造をどうするかという計画と調整
が必要となるということが明らかにされた。しかし、流通政策の転換によって土地利用計画による調整という
考え方が導入されたものの、緩い土地利用規制の下で、計画的な商業施設の配置は行い得なかった。それには、
①土地利用に関する法令制度上の総合性の欠如、②都市計画法の限定性と土地利用規制への非力、③都市計画
における地方分権化と広域視点の欠如といった、現行都市計画法体系による土地利用計画の限界があった。 
 こうしたわが国の小売商業施設の立地に対する規制・誘導政策に対して、欧米主要国では、小売商業施設の
立地に関しても、都市計画による土地利用計画にもとづいて規制が行われてきた。第３部（第４章～第５章）
では、この中から、アメリカにおける小売商業施設の立地に対する規制・誘導政策について取り上げ、本格的
な土地利用計画による調整を目指すわが国にとって、将来の展望や可能性を考えるための示唆やヒントが得ら
れた。 
 アメリカの政策の中でも特に注目されるのは、90年代に入って開発規制強化に向かっていることである。そ
の要因の一つが、大規模小売店に対する認識・評価の変化であり、その認識や評価を変化させたのが、大規模
商業施設の開発に対する出店影響調査や実証研究に関する情報の公開と共有であった。また広域調整のための
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税源共有制度の試みは、同じく広域調整に悩むわが国にとって、非常に興味深いものであった。 
 今後、わが国でも、都市郊外部への商業施設開発に対する規制が強化されようとしているが、アメリカでの
政策やその動向、考え方などを参考にしながら、都市全体における商業構造をどうするかという計画と調整を
実体のあるものにしていく努力が、政策面、運用面の双方でますます必要になるといえよう。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 近年、わが国では大規模小売商業施設の立地と中心市街地空洞化との関係が注目を集めている。1998年以降、
中心市街地活性化法を始めとする、いわゆる「まちづくり三法」が制定されてきたが、中心市街地の空洞化に
は歯止めがかからず、三法の見直しを余儀なくされたからである。本論文は、中心市街地活性化のために様々
な取り組みが行われてきたにもかかわらず、なぜ期待された成果が上がっていないのかを課題とする。その原
因は、一般的に指摘される地域での活動主体や方法の問題というよりも、取り組みの前提となる郊外地での大
規模小売商業施設の開発規制や都市間での調整がうまく機能してこなかったという点にある。本論文は、その
ようなより根本的なわが国の都市・流通政策の問題にまで踏み込んで課題を究明しようとしている。 
 本論文は３部から構成されるが、まず第１部（第１章）では、中心市街地活性化の数少ない成功事例と言わ
れる長浜市（滋賀県）を取り上げ、その活性化が郊外地での開発コントロールや都市間での調整を行う制度的
な枠組みが無く、脆弱な基盤の上に立っているという限界が指摘される。第２部（第２章～第３章）では、そ
うした問題はわが国の流通政策に起因することが詳細に跡づけられる。すなわち、1973年に制定された「大店
法」のもとでは小売商業間の競争は制限されたものの、小売商業施設の立地を規制するという発想はなく、競
争の制限が郊外出店の加速という皮肉な結果をもたらした経緯が明らかにされる。1998年の改正都市計画法の
制定（2000年に改正）以降は、小売商業施設の立地は都市計画に基づく土地利用規制によって誘導される途が
開かれた。しかし、政策転換によって土地利用計画による調整という考え方が導入されたにもかかわらず、緩
い土地利用規制の下で、計画的な商業施設の配置は行い得なかったという問題が指摘される。とくに大規模小
売商業施設の郊外出店の個別的状況を直接的なヒアリングを通じて確認、整理し、その原因が現行都市計画法
体系のもとでの土地利用計画制度の限界にあることを明らかにした。 
 こうしたわが国の小売商業施設の立地に対する規制政策の問題を受け、第３部（第４章～第５章）では、米
国における小売商業施設の立地に対する規制政策の考え方や具体的な手法が詳しく分析される。競争政策を基
本としながらも、都市計画による土地利用計画に基づいて小売商業の立地規制を行ってきた米国の試行錯誤は、
本格的な土地利用計画による調整をめざすわが国にとっても示唆に富む内容となっている。とくに、90年代以
降の開発規制強化に向かう中で現れてきた、大規模商業施設の開発に対する出店影響調査や実証研究に関する
情報の公開、また都市間での大規模商業施設の誘致競争の弊害是正のため税源を共有するといった広域調整の
試みは、同様の問題に悩むわが国にとっても参考になる議論と言えよう。 
 日米における関連する分野の膨大な資料を整理、分析し、小売商業施設の立地政策を日米の流通政策の歴史
的発展過程の中で位置づけ、その問題を明らかにしながら一定の政策提案を行っている点は評価に値する。も
ちろん、米国の試みをそのままわが国へ適用することは困難であろうし、他方では米国とは異なる欧州の中心
市街地活性化や土地利用規制にまで射程を広げることが求められるであろう。またそもそも郊外に対してなぜ
中心市街地を活性化しなければならないのか、いわば議論の前提となっている価値判断の問題を解くためには、
都市構造のあり方にまで踏み込んだ欧米の議論が参考になろう。それらは今後の課題として残されているが、
もとよりこれは一人中川氏の課題というよりも、中心市街地の活性化などまちづくりに関する研究者の共通の
課題と言える。以上から、論文審査委員会は一致して本論文が博士（商学）の学位を授与するに値するものと
判断した。 
